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『成年後見制度の概要』 

１、 成年後見制度とはどんな制度ですか 

 

  認知症、知的障害、精神障害などの理由によって判断能力が不十分な人の不動産や預貯金な

どの財産を管理し、介護などのサービスや施設への入所する場合に契約を結ぶ場合に自分で

判断して行うのが困難である場合の身上監護を支援する法律制度です。 

 

２、 小子高齢化と成年後見制度 

 

（１）高齢化が進む日本 ➡ 加齢にともなう判断能力の低下した人が増加している。 

 

（２） 家族構成の変化 ➡ 核家族化に伴う老後の生活に対しての社会の関心の高まり。 

 

  （３）国民の権利意識 ➡ 自己決定の尊重（憲法１３条）と本人の保護。 

     イ、判断能力のレベルにあわせた本人保護制度の設計 

     ロ、後見人の不祥事の増加 

     ハ、旧民法の見直し。禁治産者（旧法 7 条）、準禁治産者（旧法 11 条）といった条

文を持つ旧民法は、経済取引の安全を確保することに重点が置かれた制度であり、

精神障害者等を持つ人々を社会全体の例外的存在ととらえ、一般社会から閉ざし

てしまうような制度であったものを改正した。 

  

３、新しい成年後見制度 

 

  日本において、今日、高齢化社会が進む中で、身体の衰えと判断能力の衰える可能性が一

般化したことにより介護保険法が制定され、介護サービスが「措置」から「契約」に移行

することとなり、契約締結能力の不十分な人々を支えるための木目の細かい制度が必要と

なって、新しい成年後見制度が生まれました。（平成 12 年 4 月施行） 

 

 （１）介護保険法の制定 

    医療現場での一方的な「措置」から個人の意思による「契約（選択）」への制度転換 
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 （２）任意後見契約に関する法律（法律第 150 号）の制定 

 

(３）民法の一部を改正する法律（法律第 149 号）の制定 

 

 （４）成年後見制度の主な改正点は次の通りです。 

    イ、配偶者法定後見制度の廃止 

      配偶者が当然に法定後見人、保佐人となる旨の規定（旧法 840・847）は廃止。 

 

    ロ、複数後見人、法人後見人の制度の明文化（民法 843 条 3 項・4 項） 

 

    ハ、身上配慮義務等 

      成年被後見人等の意思を尊重し、その心身の状態および生活の状況を配慮すること。 

 

    ニ、監督制度の充実     

法改正により、複数または法人の成年後見人の選任が可能になり、成年後見人の 

権限が拡充されたこと、保佐人・補助人にもそれぞれ監督人を設けて、監督制度

の充実が図られた。成年後見人等の職務の適正を確保するため、本人などの請求 

又は家庭裁判所の職権で選任する。 

 

成年後見制度は、大きく分けて２つの制度で構成されています。 

         それは、「法定後見制度」と「任意後見制度」です。 

「法定後見制度」  

１、すでに判断能力の低下している者を対象としている（事後的措置） 

   家庭裁判所が、本人の状況を考慮しながら、本人のために「後見人」、「保佐人」、 

「補助人」を選任する仕組みで、本人の事情に応じた制度利用ができます。 

成年後見人等の役割はつぎのような法律行為に関するものに限られており、食事の世話や 

介護などは、一般的に成年後見人等の職務ではありません。 

    

イ、財産（金銭・不動産等）の管理、売却契約の代理・同意 

    ロ、医療や診療、介護サービス契約の代理 

    ハ、身上監護（見守り） 

（１）後見 

対象となる人は成年被後見人、支援する人を成年後見人という 

 

    イ、定義（民法７条、８条） 

      精神上の障害により、判断能力を欠く常況（ほとんど判断できない）人が対象 
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    ロ、判断能力の判定 

      医師の鑑定により、家庭裁判所の審判官が判断。 

        

    ハ、成年後見開始の審判の効果（民法９条） 

      日常生活に関する行為以外は、成年後見人が本人を代理する権利を有する。 

 

（２）保佐  

対象となる人は被保佐人、支援する人を保佐人という。 

    イ、定義（民法１１条、１２条） 

      精神上の障害により、判断能力が著しく不十分の人が対象 

 

    ロ、判断能力の判定 

      医師の鑑定により、家庭裁判所の審判官が判断。 

 

    ハ、保佐開始の審判の効果（民法１３条） 

      相続の承認・放棄、増改築、借財又は保証などを行う場合には、 

保佐人の同意が必要となる。 

 （３）補助（新法による創設）（対象となる人を被補助人、支援する人を補助人という） 

    イ、定義（民法１５条、１６条） 

      精神上の障害により、判断能力が不十分の人が対象 

 

    ロ、判断能力の判定 

      医師の診断書等（鑑定でない）により、審判官が判断。 

 

    ニ、補助開始の審判の効果 

       ①代理権の付与のみ 

       ②同意権の付与のみ 

       ③代理権・同意権の双方の付与 

       ①から③のいずれかを、本人の希望を勘案し、申立人が選択する。 

     

２、後見人の主な仕事（必要に応じて） 

    

   （１）財産管理  ・年金、預貯金、生命保険などの「収入」と、公共料金、ローン、保険料など「支

出」の管理 

・入出金など金融機関との取引 

・確定申告など税の申告、納税（税理士等に相談する） 

・遺産分割協議に参加する特別代理人の選任を家庭裁判所に申立 

・不動産など重要な財産の管理、保存、処分など（家庭裁判所に相談する） 

・家庭裁判所への状況報告 
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   （２）身上看護 ・住居の選定や施設との契約、費用の支払い 

・日常生活や健康状態の見守り（訪問） 

        ・ホームなど施設の入退所、費用の支払いや処遇の監視 

 

    （３） 後見人の仕事でないもの 

・ 毎日の買い物などの家事援助 

・ 手術などの医療行為に関する同意 

・ 賃貸借契約の保証人や施設入所の身元保証人になること 

・ 遺言、延命治療など本人自身の意思に基づくことが必要な行為 

・ 結婚、離婚など  

・ 葬祭など死後の手続き 

・  

    後見人等は、就任 1年後、更に 1年ごとに家庭裁判所に定期報告を行います。「後見等

事務報告書」「財産目録」「収支状況報告書」等の書類を提出します。 

 

３、法定後見制度の流れ 

 （１）家庭裁判所への申立 

      本人の住所地を管轄する家庭裁判所に本人、配偶者、四親等以内の家族、 

市町村等が申立できる。 

 

 （２）家庭裁判所の調査官等による事実の調査 

      申立人、本人、成年後見人（保佐人・補助人）候補者が家庭裁判所に呼ばれ 

      事実の確認が行われる。 

 

  （３）精神鑑定（＊鑑定費用は３万円～１０万円程度） 

      家庭裁判所は明らかにその必要性がないと認められる場合を除いて、本人の 

      精神状況について、医師その他適当な者に鑑定させる。 

 

  （４）審判・告知 

      家庭裁判所では家事審判官が調査結果に基づき、申立の受領、不受理を決定

すると同時に、最も適任と思われる成年後見人等や監督人を選任する。 

審判とは申立の内容が決定することで、審判が下ると審判書謄本という決定

通知書が送達される。 

申立書に記載した成年後見人（保佐人・補助人）候補者がそのまま選任され 

      ることが多いが、場合によっては家庭裁判所の判断によって弁護士その他の

者が選任されることがある。 

 

  （５）後見登記（審判内容が法務局に登記される） 

      審判が登記されたら成年後見人等は、身分証明書というべき登記事項証明書
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を東京法務局あるいは地方法務局本局で取得できます。 

      後見の登記は家庭裁判所が職権で行います。 

 

 

４、利用の申立にかかる主な費用等 

（審判の申立に必要な書類と費用） 

（１） 申立書類 

       申立書、申立事情説明書、親族関係図、本人の財産目録、本人の収支状況報告書、 

       親族の同意書など。（一式、家庭裁判所から取寄せ） 

 

（２） 手数料 

       申立手数料 （収入印紙）   ８００円 

       登記手数料 （収入印紙） ２，６００円  

 

（３） 戸籍謄本 

       本人および後見人など候補者の戸籍謄本 

 

（４） 住民票 

       本人および後見人など候補者の住民票 

 

（５） 登記事項証明書 

       本人が成年被後見人等として登記されていないことの証明書 

 

（６） 郵便切手 

       連絡用 

 

（７） 診断書 

       申立の段階で必要な、かかりつけ医師等の診断書 

 

（８） 鑑定料 

       家庭裁判所が必要と認めた本人の判断能力の程度の鑑定料  

 

「任意後見制度」 

１、 任意後見制度は、本人が十分な判断能力があるうちに準備 

 

今は大丈夫でも、将来的な認知症などの判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、

あらかじめサポートしてもらう代理人（任意後見人）と、自分の生活、療養看護及び財産

管理に関する事務などサポートしてもらう内容を決めた契約（任意後見契約）を結んでお



 6 

く制度です。契約書は公証人の作成する「公正証書」で結んでおきます。 

任意後見契約の受任者は、「任意後見受任者」と呼び、任意後見監督人が選任された後は、

「任意後見人」と呼びます。 

 

（１） 任意後見制度の特色 

イ、 任意後見契約を締結すること 

 

ロ、 任意後見契約には、任意後見監督人が選任されたときから契約の効力が生ず

る旨の特約を付すること 

 

ハ、 任意後見契約は、公証人に公正証書を作成してもらうこと 

 

ニ、 任意後見人に付与する代理権の範囲は、任意後見契約で定めること。 

 

（２） 任意後見契約の効力発生 

 

       本人の判断能力が不十分な状況になり、任意後見受任者から、家庭裁判所に対し

て、任意後見監督人選任の申立があった場合、家庭裁判所は、任意後見監督人を

選任し、任意後見契約の効力を発生させる。 

 

（３） 委任契約 （登記不要） 

       任意後見監督人が選任されるまでの間の日常生活について、別に委任契約を締結

し、身上監護や財産管理について取り決めることができる。 

 

２、 任意後見制度の流れ 

 

（１） 今は元気なので何でも自分で決められるが、将来認知症になったときのことが 

       心配（現時点では、判断能力に問題ない方が利用可能） 

 

（２） 信頼できる人（家族、友人、弁護士、司法書士、社会保険労務士等の専門家） 

       と任意後見契約を締結（公正証書） 

 

（３） 少し認知の症状がみられるようになった  

 

（４） 庭裁判所に申立 

       家庭裁判所が後見監督人を選任され、任意後見人の仕事をチェックする。 

 

（５） 任意後見人が任意後見契約で定められた業務（財産管理など）を行う。 
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３、 利用の申立にかかる主な費用（任意後見契約公正証書の作成費用） 

 

（１）基本手数料    1契約につき 1万２，０００円程度 

 

（２）登記嘱託手数料      １,４００円 

 

（３）印紙代          ２,６００円 

 

（４）その他     本人に交付する正本等の証書代や切手代 

 

 

 

成年後見人などに支払う報酬 

 

１、 報酬は家庭裁判所が決める 

    

   報酬は成年後見人などから申立があった場合、家庭裁判所の審判で決定される。   

   ただし、任意後見人の報酬については、任意後見契約で決められた金額となる。 

 

２、 報酬の目安 

 

   被後見人などの財産額などにより異なる。 

   親族が成年後見人などの場合は、申立がないことが多い。 

 

３、 基本報酬 

 

   （１）通常の後見事務を行った場合   月額 ２万円程度 

 

   （２）管理財産が１，０００万円を超える場合 月額３万～５万程度 

 

   （注） 成年後見人などの事務に特別困難な事情があった場合などには、相当額の 

     報酬が付加される。 

 

 

 

 

                                    以上 
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